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	タイトル
	＜緊急＞岐阜県の賃金カット提案に対する緊急抗議行動の取り組み要請について


　各　地方本部・単組・総支部　委員長様　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年２月４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　三浦　正道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金労働部）

＜緊急＞岐阜県の賃金カット提案に対する緊急抗議行動の取り組み要請について
2009春闘の取り組みに、心より敬意を表します。
　さて、2月2日、岐阜県当局は、岐阜県職員組合に対し、突然に職員の賃金カット（管理職６％、非管理職４％）の一方的な提案（詳細につきましては別紙を参照願います）を行いました。これに対して緊急の抗議打電を下記の要領により行いますので、よろしく取組み方お願いいたします。

記

１．取り組み期間　　　２月４日（水）～１０日（火）

２．抗議打電の宛先（レタックスまたは電報での取り組みとします）
　　　〒500-8570　　岐阜市藪田南（やぶたみなみ）２－１－１
　　　　　　　　　　岐阜県知事　古田　肇（ふるた　はじめ）様
３．抗議例文
　　○　巨額の給与削減方針を直ちに、撤回すること。　　
　　○　政策協定を無視した一方的な給与カット提案を撤回し、労使による十分な議論を行うこと。

４．取組主体　　基本組織のほか、支部、青年部・女性部などからの打電行動もお願いします。

５．取組報告　　２月13日（金）までに、下記の報告書により、報告願います。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【報告書】　報告＝道本部賃金労働部（櫛部・小杉）　FAX011-700-2053　　　　２月13日（金）まで
＜緊急＞岐阜県の賃金カット提案に対する緊急抗議行動集約

単組・総支部名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者名：　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

	送付先
	送付した抗議電（基本組織・支部・青年部・女性部など）の数

	岐阜県知事　宛
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部


自岐本発１４１号
２００９年２月４日
全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　　岡部　謙治　様
自治労岐阜県本部　　　　
中央執行委員長　三尾禎一
【緊急】岐阜県庁における職員の給与の抑制案に対する
　　　　緊急抗議打電行動について（取り組み要請）
　連日の取り組みに心より敬意を表します。
　２月２日、古田岐阜県知事は知事再選後の間もないこの時期に、現在の厳しい経済情勢を背景に県財政における財源不足額が大きく拡大したという理由によって、県職に対し、職員の給与カット（管理職は６％・非管理職は４％の給与の抑制）を突然に提案しました。しかし当局からの提案は、あまりにも一方的であり、交渉の時間を全く用意しないというものであります（交渉期間 ２月１３日までと通告）。県職としては、何ら交渉もないまま、給与の抑制をするという提案に対して、断固反対します。そもそも、現状では財源不足額が大きく拡大したという事に対しても、その内訳等について何ら具体的説明を得ていないのです。
　昨年、１１月２５日に行った県職との交渉の中でも、「赤字転落を回避するために考えられる手だてを尽くし、最後の手段として検討しなくてはいけない。しかし、その場合には十分な議論が前提である。」と話していたにも関わらず、手だてを尽くす事も、十分な議論もないまま、それどころか逆に一方的な提案をしてきました。

つきましては、不誠実な対応を行う古田岐阜県知事に対して、抗議の意思を示すため、下記の要領に基づき抗議打電行動を、全県本部・単組に対して要請します。緊急の要請となりますが、趣旨をご理解のうえ、特段の取り組みをお願いいたします。
記
１　古田岐阜県知事に対する抗議打電行動
（１）取り組み期間
２月１０日（火）まで
（２）宛先
　　　〒500-8570　　岐阜市藪田南２－１－１
　　　岐阜県知事　古田　肇（ふるた　はじめ）宛
（３）文例
　　①年間６２億円、職員一人当たり年間平均２５万円減に及ぶ巨額な給与引き下げ方針　　　は、岐阜県に働く知事部局職員、教職員、企業局職員、警察官など２万７千人とその家族を含めた多くの人間の生活設計を破壊するものであり、直ちに撤回する事。
　　②選挙が終了した途端、知事選挙での「労使慣行を尊重し、団体交渉には誠意を持って応ずること」という政策協定の締結を無視した、一方的な給与カットの提案を撤回し、職員と真摯に向き合い、労使による十分な議論を行う事。

































PAGE  
- 2 -

